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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第69期
第１四半期
連結累計期間

第70期
第１四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 14,894,042 10,311,780 86,945,216

経常利益又は経常損失(△) (千円) 1,229,014 △126,074 6,970,325

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) 720,246 △79,895 3,607,219

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 667,453 △271,202 3,936,635

純資産額 (千円) 36,116,661 38,400,277 39,384,993

総資産額 (千円) 61,021,111 59,604,275 67,733,401

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(円) 20.21 △2.24 101.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.2 64.4 58.1

(注)  １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

　
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　
  (1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、依然として厳しい状況にあるなかで復興需要

等を背景に緩やかに回復しつつありますが、欧州政府債務危機による世界景気の減速感が広がってお

り、わが国の景気下押しリスクとなっている状況です。

建設業界においては、政府建設投資は震災関連予算により一時的に増加し、また、民間住宅投資及び

民間非住宅建設投資も緩やかな回復基調が継続するものと見込まれますが、海外経済動向や電力料金

上昇による企業収益の圧迫などの懸念材料があり、業界全体の厳しい経営環境は依然続くものと思わ

れます。

このような状況のなかで、当社グループは、平成24年４月より新たな３ヵ年の中期経営計画をスター

トさせ、その基本方針に基づいた諸施策を推進中であります。

当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、前年度において東日本大震災による鉄道復旧関

連工事が増加した反面、通常の鉄道関連工事の受注が大幅に落ち込んだ影響が大きく、前年度からの繰

越工事高が大幅に減少しており、受注の平常化や完成工事高の計上には一定の時間がかかることから、

当第１四半期特有の環境において、売上高は前年同期比4,582百万円減少し10,311百万円となりまし

た。この結果、売上総利益は966百万円（前年同期比1,214百万円減少）、営業損失は247百万円（前年同

期は営業利益1,103百万円）、経常損失は126百万円（前年同期は経常利益1,229百万円）、四半期純損

失は79百万円（前年同期は四半期純利益720百万円）となりました。

　
セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への

売上高を記載しております。

（土木事業）

受注高は10,640百万円（前年同期比24.4％減）、売上高は7,832百万円（前年同期比29.5％減）となり

ました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は4,205百万円であり、次期繰越高は25,239百万円となりまし

た。

セグメント損失は121百万円となりました。
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（建築事業）

受注高は6,184百万円（前年同期比31.3％増）、売上高は2,219百万円（前年同期比38.4％減）となり

ました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は1,130百万円であり、次期繰越高は8,929百万円となりまし

た。

セグメント損失は146百万円となりました。

（その他）

売上高は259百万円で、その主なものは不動産賃貸収入であります。

セグメント利益は15百万円となりました。

　
  (2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業上及び財務上の

対処すべき課題についての重要な変更はありません。

　

  (3)　研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は19百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,900,000

計 138,900,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,100,00036,100,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 36,100,00036,100,000― ―

(注)　平成24年５月11日の取締役会決議により、平成24年７月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変更しており

ます。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

－ 36,100,000 － 2,810,000 － 2,264,004

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 
 (自己保有株式)
普通株式

469,000
 
(相互保有株式)
普通株式

1,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,449,000
35,449 ―

単元未満株式
普通株式

181,000
― ―

発行済株式総数 36,100,000― ―

総株主の議決権 ― 35,449 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株(議決権２個)が含まれ

ております。

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式340株が含まれております。

３  当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

② 【自己株式等】

　 　 　 　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東鉄工業株式会社

東京都新宿区信濃町34番
地ＪＲ信濃町ビル４階

469,000― 469,000 1.30

(相互保有株式)
株式会社全溶

東京都練馬区東大泉２丁目
11番６号

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 470,000― 470,000 1.30

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 12,580,062 21,177,276

受取手形・完成工事未収入金等 36,268,047 15,710,953

未成工事支出金等 2,106,676 5,973,293

繰延税金資産 907,302 968,393

その他 2,026,487 2,165,935

貸倒引当金 △158,718 △13,354

流動資産合計 53,729,858 45,982,497

固定資産

有形固定資産 6,168,234 6,069,497

無形固定資産 226,951 248,106

投資その他の資産

投資有価証券 7,248,211 6,949,916

その他 2,371,007 2,362,370

貸倒引当金 △2,010,862 △2,008,113

投資その他の資産合計 7,608,357 7,304,173

固定資産合計 14,003,542 13,621,778

資産合計 67,733,401 59,604,275
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 17,901,376 13,001,268

未払法人税等 1,065,893 24,548

未成工事受入金 1,173,708 1,507,332

完成工事補償引当金 56,700 75,300

賞与引当金 1,408,722 496,138

工事損失引当金 104,322 102,698

その他 4,481,631 4,019,666

流動負債合計 26,192,354 19,226,952

固定負債

繰延税金負債 265,525 184,242

退職給付引当金 414,466 377,455

債務保証損失引当金 342,700 341,600

その他 1,133,360 1,073,747

固定負債合計 2,156,052 1,977,044

負債合計 28,348,407 21,203,997

純資産の部

株主資本

資本金 2,810,000 2,810,000

資本剰余金 2,350,582 2,350,582

利益剰余金 33,586,678 32,794,169

自己株式 △153,349 △154,249

株主資本合計 38,593,910 37,800,501

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 791,083 599,776

その他の包括利益累計額合計 791,083 599,776

純資産合計 39,384,993 38,400,277

負債純資産合計 67,733,401 59,604,275
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高

完成工事高 14,703,439 10,051,861

付帯事業売上高 190,602 259,919

売上高合計 14,894,042 10,311,780

売上原価

完成工事原価 12,573,075 9,144,880

付帯事業売上原価 140,201 200,346

売上原価合計 12,713,277 9,345,226

売上総利益

完成工事総利益 2,130,363 906,980

付帯事業総利益 50,401 59,573

売上総利益合計 2,180,765 966,554

販売費及び一般管理費 1,077,206 1,214,135

営業利益又は営業損失（△） 1,103,558 △247,581

営業外収益

受取利息 879 45

受取配当金 116,942 91,847

持分法による投資利益 － 2,191

その他 25,185 27,422

営業外収益合計 143,008 121,506

営業外費用

支払利息 398 －

持分法による投資損失 17,062 －

その他 91 －

営業外費用合計 17,552 －

経常利益又は経常損失（△） 1,229,014 △126,074

特別利益

固定資産売却益 － 16,943

その他 － 1,163

特別利益合計 － 18,107

特別損失

固定資産除却損 743 1,600

投資有価証券評価損 － 11,928

その他 2,572 360

特別損失合計 3,315 13,889

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,225,699 △121,856

法人税、住民税及び事業税 15,136 6,411

法人税等調整額 490,317 △48,372

法人税等合計 505,453 △41,960

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

720,246 △79,895

四半期純利益又は四半期純損失（△） 720,246 △79,895
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

720,246 △79,895

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △52,247 △189,774

持分法適用会社に対する持分相当額 △545 △1,532

その他の包括利益合計 △52,792 △191,307

四半期包括利益 667,453 △271,202

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 667,453 △271,202

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これに伴う四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

※　　偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

(銀行借入金保証) 　 　

　従業員(住宅融資制度) 203,152千円 197,930千円

(手付金保証） 　 　

　東京不動産信用保証㈱ 31,200 92,290

　　　　計 234,352 290,220

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

  売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)及び当第１四半期連結累

計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

当社グループの売上高は、土木事業及び建築事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期

連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上

高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。
　
　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 224,103千円 183,574千円
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(株主資本等関係)

　

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 641,373 18平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 712,613 20平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）　 土木事業 建築事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 11,102,2773,601,16214,703,439190,60214,894,042― 14,894,042

セグメント間の
内部売上高又は振替高

― 4,364 4,36461,40465,768△65,768 ―

計 11,102,2773,605,52614,707,804252,00614,959,811△65,76814,894,042

セグメント利益又は損失
（△）

790,634300,7981,091,432△6,4971,084,93518,622 1,103,558

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び環境事業等を含

んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額18,622千円は、セグメント間取引消去2,765千円及び固定資産の未実現損益

の調整額15,857千円であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）　 土木事業 建築事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 7,832,0012,219,86010,051,861259,91910,311,780― 10,311,780

セグメント間の
内部売上高又は振替高

― 21,64421,64470,56792,212△92,212 ―

計 7,832,0012,241,50410,073,505330,48710,403,993△92,21210,311,780

セグメント利益又は損失
（△）

△121,531△146,019△267,55115,694△251,8564,275 △247,581

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び環境事業等を含

んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額4,275千円は、セグメント間取引消去1,665千円及び固定資産の未実現損益の

調整額2,610千円であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△) 20円21銭 △2円24銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) 720,246 △79,895

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)(千円)

720,246 △79,895

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,631 35,629

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月10日

東鉄工業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    高　村　　　　守　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    阿　部　　與　直　　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東鉄
工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東鉄工業株式会社及び連結子会社の平成24年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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